
１． ・・・

1 ② 1,598 ② 1,657 ② 2,050 ② 2,312 ② 1,715

2 ⑩ 389 ⑩ 489 ⑩ 364 ⑩ 387 ⑩ 343

3 ⑤ 206 ⑤ 162 ⑨ 161 ⑤ 163 ⑨ 115

1 ⑥ 286 ⑥ 241 ⑥ 305 ⑥ 301 ⑥ 271

2 ③ 111 ③ 104 ③ 113 ③ 125 ③ 101

3 ⑦ 80 ⑦ 84 ⑦ 63 ⑤ 80 ⑦ 85

1 ⑦ 376 ⑦ 350 ⑦ 426 ⑦ 462 ⑦ 383

2 ④ 118 ④ 96 ① 82 ① 105 ① 112

3 ① 84 ① 85 ④ 75 ④ 86 ④ 85

上
位
項
目

上
位
項
目

障
害
種
別

①自閉症

②アスペルガー症候群（AS）

③広汎性発達障害（PDD)

④注意欠陥多動性障害（AD/HD)

⑤学習障害（LD）

⑥その他（発達性言語障害・協調運動障害等）

⑦不明（未診断含む）

750 700 713 798 716

年
齢
層

①０～３歳（幼児期前期）

②４～６歳（幼児期後期）

③７～１２歳（小学生）

④１３～１５歳（中学生）

⑤１６～１８歳

⑥１９～３９歳

⑦４０歳以上

⑧不明

相
談
支
援
・
発
達
支
援

概要
日常生活の様々な相談に応じるもの。（相談支援・就労支援を除く全てのケース）

（初回相談は、本人からの就労相談を除き「相談支援・発達支援」に含まれる。）

延件数 2,650 2,752 2,925 3,163 2,405

相
談
内
容

（
重
複
有

）

①相談の対象となっている児（者）が発達障害かどうか知りたい

②現在の生活に関することや、家庭で家族ができることを知りたい

③利用できる制度について知りたい（手帳、年金、手当、障害福祉サービスなど）

④診断・相談・支援を受けられる機関について知りたい

⑤現在通学している学校、利用しているサービス等に関する相談をしたい

⑥進路や将来の生活に関する相談をしたい

⑦対応困難な状況の改善について相談したい（強度行動障害、ひきこもりなど）

⑧今後の就労について相談したい

⑨現在勤めている職場に関する相談をしたい

⑩その他

上
位
項
目

実人数

資料１

年度別実績報告一覧表（平成30年度～令和4年度）

個別支援 電話、来所、訪問により個別に支援を行うもの。

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

※　令和4年度分は、12月31日現在の集計結果を記載。



1 ⑨ 636 ② 528 ② 549 ② 590 ② 467

2 ② 614 ⑨ 493 ⑨ 401 ⑨ 383 ⑨ 298

3 ⑧ 270 ⑧ 78 ⑧ 97 ⑧ 92 ⑩ 134

1 ② 143 ② 111 ② 106 ② 104 ② 97

2 ③ 39 ③ 46 ③ 47 ③ 46 ③ 55

3 ① 16 ① 10 ① 15 ① 12 ① 3

1 ③ 51 ⑦ 43 ⑦ 61 ⑦ 47 ③ 35

2 ⑦ 46 ③ 39 ③ 33 ③ 35 ⑦ 34

3 ②④ 38 ② 36 ④ 31 ④ 34 ② 32

1 19～39 429 19～39 352 19～39 411 19～39 405 19～39 368

2 40以上 119 40以上 130 7～12 113 7～12 125 40以上 140

3 7～12 111 7～12 104 40以上 110 40以上 114 ７～12 101

1 不明 422 不明 393 不明 487 不明 509 不明 417

2 ADHD 156 ADHD 127 ADHD 106 自閉症 121 自閉症 137

3 PDD 125 PDD 118 自閉症 96 ADHD 120 ADHD 110

871 884 961 871

上
位
項
目

合
計

延件数 4,039 3,909 3,978

年
齢

障
害
種
別

4,304 3,338

実人数 951

障
害
種
別

①自閉症

②アスペルガー症候群（AS）

③広汎性発達障害（PDD)

④注意欠陥多動性障害（AD/HD)

⑤学習障害（LD）

⑥その他（発達性言語障害・協調運動障害等）

⑦不明（未診断含む）

相
談
支
援
・
就
労
支
援

概要
就労やその準備について、職場等の関係機関と連携して支援するもの。

（就労支援に重点を置いた支援が行われたケース）

年
齢
層

①１８歳以下

②１９～３９歳

③４０歳以上

④不明

上
位
項
目

⑨現在勤めている職場に関する相談をしたい

⑩その他

上
位
項
目

実人数 201 171 171 163 155

933

相
談
内
容

（
重
複
有

）

①相談の対象となっている児（者）が発達障害かどうか知りたい

②現在の生活に関することや、家庭で家族ができることを知りたい

③利用できる制度について知りたい（手帳、年金、手当、障害福祉サービスなど）

④診断・相談・支援を受けられる機関について知りたい

⑤現在通学している学校、利用しているサービス等に関する相談をしたい

⑥進路や将来の生活に関する相談をしたい

⑦対応困難な状況の改善について相談したい（強度行動障害、ひきこもりなど）

⑧今後の就労について相談したい

延件数 1,389 1,157 1,053 1,141

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度





資料2

支援件数の推移
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